
仙台市交通事業経営計画（令和8～17年度）
策定の方向性とスケジュールについて

【資料3】



仙台市交通局



１ 策定に向けたスケジュール
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時期 回 主な検討事項

4月24日 第8回 （これまでの検討の振り返り 等）
次期経営計画の方向性
・次期計画の概要（計画期間等）
・次期計画策定にあたっての視点（課題整理）
・財政目標（案）

7月上旬 第9回 次期経営計画（骨子）
・経営の基本方針（案）
・経営戦略（案）
・財政目標

9月上旬 第10回 次期経営計画（素案）

11月上旬 第11回 次期経営計画（中間案）
・パブリックコメントの実施について

2月上旬 第12回 次期経営計画（最終案）



２ 次期計画の策定について
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現在、令和3年3月に策定した「仙台市交通事業経営計画（令和3～12年

度）」に基づき、安全・安心を最優先に、便利で快適なサービスの提供と持続

可能な経営の確保に取り組んでいる。現計画は、国の指針により5年ごとの

見直しを行うこととしていた。

コロナ禍の拡大・長期化により、市バス・地下鉄ともに、乗車人員・乗車料収

入は大きく落ち込み、計画の見込みと実際の状況には乖離が生じた。また、

コロナ禍を契機とした生活様式の変化や、昨今の物価高騰等の影響により、

本市交通事業の経営環境は大きく、急激に変化している。そのため、現計画

期間の後半5年の中間見直しではなく、今後10年間の長期収支を踏まえた、

「新たな10年間の経営計画」を策定することとする。



３ 計画期間

令和８年度（2026年度） ～ 令和17年度（2035年度） （10年間）
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４ 計画の位置づけ

上位計画：仙台市総合計画（基本計画+実施計画）（計画期間：令和3～12年度）

関係計画：せんだい都市交通プラン（計画期間：令和3～12年度）

仙台市地域公共交通計画（計画期間：令和4～8年度）

（仮称）仙台市バリアフリーマスタープラン（計画期間：令和8年度～未定）

・現計画に引き続き、総務省が地方公営企業に策定を義務付ける「経営戦略」として

位置づけ

・「仙台市ダイバーシティ推進指針」（令和7年3月策定）の考え方を反映



５ 次期計画策定にあたっての視点
現計画においては、

・仙台市全体の人口動態変化（少子高齢化）による通勤・通学利用者の減により、

市バス・地下鉄の乗車人員が同様に減少していくこと

・新型コロナウイルス感染症の影響が解消するには令和7年度まで期間を要すること

（市バス・地下鉄が同様に回復していくものと予測）

を経営課題として認識し、各般の取組みを推進することとしていた。
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次期計画の策定にあたっては、さらに以下の視点を踏まえ課題整理を行う必要がある。

①人口動態変化は、地下鉄沿線と沿線外（バス）の地域とで違いが大きいこと。

前者では近年の地下鉄沿線への生産年齢人口流入が増加している一方、

後者では少子高齢化の影響が顕著である（同様の傾向は当面の間継続すると想定）

②コロナ禍以前と比較すると、乗車人員は地下鉄が同水準まで回復しているものの、

バスは未だ下回っており、経営環境が異なってきていること。コロナ禍の拡大・長期化

による生活スタイルの変化（交通モードの転換、オンラインの浸透等）が定着したこと

などが、その理由として推察される。 7

(人)
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【市バス事業における経営課題】

① コロナ禍を契機とした事業環境の変化

・コロナ禍の長期化による急激な乗車人員の減少と減収に対する企業債の起債

・交通モードの転換（コロナ前後での交通分担率の変化、カーシェアリングの普及 等）

（単位：千人） （単位：百万円，税抜）
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決算値 37,571 27,906 29,653 31,921 33,943 6,432 4,833 5,084 5,509 5,938

対 前年度 ▲ 9,665 1,747 2,268 2,022 ▲ 1,599 251 425 429

（比） (74.3%) (106.3%) (107.6%) (106.3%) (75.1%) (105.2%) (108.3%) (107.8%)

対 元年度 ▲ 9,665 ▲ 7,918 ▲ 5,650 ▲ 3,628 ▲ 1,599 ▲ 1,348 ▲ 923 ▲ 494

（比） (74.3%) (78.9%) (85.0%) (90.3%) (75.1%) (79.0%) (85.6%) (92.3%)

１．コロナ禍によるバス事業減収の状況

乗車人員（輸送統計値） 乗車料収入

対 元年度

累積
▲ 2,947 ▲ 3,870 ▲ 4,364
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２．企業債借入状況
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計

現経営計画

実績(及び予定)

特別減収対策企業債( 19.5億円 ) 新たな交通事業債( 25.0億円)
(A)+(B)

(A) (B)

市バスと地下鉄で取り巻く経営環境に違いがあることから、両事業それぞれについて課題整理を行う。

https://www.carsharing360.com/market/


② 軽油購入単価等物価の高騰

③ 社会的要請 （ダイバーシティ、子育て支援、DX、脱炭素）
・「仙台市ダイバーシティ推進指針」の考え方を反映した施策検討
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※委託率は、H27.12 霞の目営業所の完全委託でほぼ上限に達しており、以降は横ばい
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・「こども未来戦略」（R5.12.22閣議決定）により、ベビーカー使用者のための案内促進、

配慮が必要な方への理解を啓発する取組みを推進

・「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（R4.12.23閣議決定）における交通分野のデジ

タル化推進（MaaS、デマンド交通等）

・「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」の改正に

より、バスについては2030年までに保有台数の5%を非化石エネルギー自動車に更新

④ 仙台市の地域特性

・自家用車の1世帯あたり保有台数、自家用車の交通手段分担率が他都市と比べて高い

・仙台駅を中心に放射状に広がる住宅地。市域面積に対し人口密度が他都市と比べて低い
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（令和5年度）

出典：（一財）自動車検査登録情報協会HP 出典：大都市比較統計年表（令和4年度）
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(人)

⑤ 地下鉄沿線外の人口推移

・仙台市の人口ピークはまちづくり政策局の推計では2028年（令和10年）

・しかし、都市整備局が作成の地下鉄沿線外地域（地下鉄から１㎞以上離れている地域）の人口は、

すでに下降線を辿っており、特に生産年齢人口の減少幅が大きい一方、高齢人口は増加
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(人)

⑥ 運行効率の低さ

・ 他政令市公営企業と比較して走行キロ当たり料金収入や、乗車効率が低い

・ 営業キロが長く、網の目のように路線がはり巡らされている
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⑦ 極めて効率が悪いエリアの運行

・営業係数が500を超える路線が６路線。うち1000を超える路線も２路線

・ 仙台市一般会計より生活路線等の赤字補填として受領している補助金が増大することにより、

他公営企業と比較して、一般会計繰入金への依存度が高い。

⑧ バス運転士の人材不足

・採用者の確保が厳しい近年の状況や、運転士の高齢化に伴う退職者数の増加見通しなど、委託先

事業者を含め、運転士確保が喫緊の課題

R01 R02 R03 R04 R05

仙台市 27.8 30.5 34.5 34.4 29.9

公営企業平均値 7.5 9.6 10.3 9.6 10.4
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出典：経営比較分析表（令和5年度決算）

他会計負担比率

費用が一般会計等の他会計の負担によってどの程
度賄われているかを表す指標

他会計補助金+他会計負担金
経常費用

×100
（単位：%）
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【地下鉄事業における経営課題】

① 電気料金等物価の高騰

② 社会的要請 （ダイバーシティ、子育て支援、DX、脱炭素）

・「仙台市ダイバーシティ推進指針」の考え方を反映した施策検討

・「こども未来戦略」（R5.12.22閣議決定）により、ベビーカー使用者のための案内促進、

配慮が必要な方への理解を啓発する取組みを推進

・「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（R4.12.23閣議決定）における交通分野のデジ

タル化推進（MaaS、デマンド交通等）
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③ 仙台市の地域特性

・自家用車の保有率、交通手段分担率が高い

④ 施設設備の更新と資本的支出の増大

・南北線は昭和62年の開業から3５年以上が経過していることから、新型車両に順次更新して

いくほか、耐用年数を迎える施設の更新が必要

・東西線は建設事業に係る企業債償還に加え、新計画期間中には車両改修も視野に入れる必要

・QRコード乗車券やクレジットカード決済等、多様な運賃支払い手段に対応した設備の導入の検討

・新型コロナウイルス感染症による減収を補填するため、地下鉄特別減収対策企業債を令和2～5

年度で計120億円借り入れており、令和17年度まで約8.5億円／年度の償還が必要
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⑤ 沿線施設の開発動向

・南北線沿線の開発（泉中央駅周辺再開発、長町駅仙台市アリーナ 等）

・東西線沿線の開発（音楽ホール、こどもの遊び場、荒井駅北地区 等）

⇒地下鉄沿線の定住人口だけでなく、交流人口・関係人口の増加も見込まれる

出典：令和5年度仙台市観光実態
調査業務結果報告書

⑥ 観光需要

・「仙台市観光戦略2027」との連携、施設・イベントと連携した取組みの強化

・観光客の公共交通利用増に向けた取組み（自家用車等利用からの転換）
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現計画 次期計画

・市バス走行１キロ当たりの
収入増加
・資金不足比率20%未満
・一般会計繰入金の抑制

①経常収支の均衡を目指す
②資金不足比率20%未満
③路線の赤字補填に係る一般会計補助金
額の抑制

（１）財政目標（案）

【バス】

・国のガイドライン等の目指すべき経営状態や他都市経営戦略を参考に、公営企業と

してのあるべき姿を踏まえ、市バスについても「経常収支の均衡」を目標とする

・一層の収支改善が必要となるため、市バス路線再編による効果と合わせ、

令和8年10月の運賃改定以降も、運賃体系の検討等を行うことで増収を図る必要

があることについても言及する

・路線再編や増収の取組みにより、路線の営業収支を改善させ、路線の赤字補填に

係る一般会計補助金（＝地域路線運行補助金）を縮減する

６ 財政目標と達成のための指標
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・直近の見通しでは経常収支の安定的な黒字化は次期計画期間中に達成の見込み

・単年度黒字化ともない、累積赤字は徐々に低減されていく見通しである

・累積赤字の早期解消に向けては、収支状況に応じた適切な運賃水準の検討を継続

するほか、留保すべき資本金の水準の見直し等による貸借対照表の改善の取組み

も今後検討していく

・資金不足額は、次期計画期間中も当面は横ばいとなるが、単年度黒字化にともな

い、いずれ解消の見通し

現計画 次期計画

・計画期間内の単年度黒字化
・累積赤字の低減
・資金収支の均衡

①経常収支の黒字化と黒字の継続
②累積赤字の低減
③資金収支の均衡

【地下鉄】



◆ 財政目標を達成するための指標の例
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バス ・ 運行効率性の向上
市バス走行１キロ当たりの収入目標

・ 乗車人員の確保
令和17年度（計画最終年度）時点の一日平均乗車人員の目標

地下鉄 ・ 乗車人員の更なる増加
令和17年度（計画最終年度）時点の一日平均乗車人員の目標

⇒ 財政目標を達成するための指標については、具体的な数値目標を明記する



７ 今後の計画改定時期について

①中間見直し （令和12年度末）

計画に掲げる取組みの進捗状況（主に市バス路線再編）や収支状況を踏まえ、

長期収支の見直しを含めて、5年後に中間見直しを行う。

②全面改定 （令和17年度末）

計画期間の満了による全面的な改定を行う。
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